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ワーク・ライフ・バランスを実現する

働き方改革と職場マネジメントの課題

法政大学キャリアデザイン学部教授武石恵美子

間管理など人材マネジメントと働き方の改革｣が

１階部分に、「ワーク・ライフ・バランス支援の

ための制度導入と制度を利用できる職場作り」、

すなわち育児休業制度や短時間勤務制度などの制

度導入とそれが活用できるようにするための対応

が２階部分に、それぞれ該当するとしている。そ

して、その土台にあるのが、「多様な価値観、生

き方、ライフスタイルを受容できる職場作り」で

あるとしている。

ＷＬＢを実現するためには、企業において様々

な支援制度･施策が導入されることが重要と考え

られがちであり、制度・施策の導入がＷＬＢに積

極的な企業をとらえる格好の指標とみなされるこ

とが多い。制度・施策の導入状況は外部からも可

視化されやすいために、企業間の取り組みの比較

をする際にわかりやすいという側面もある。しか

し、実際に制度が効果的に運用ざれ個人の仕事と

生活の調和を図ることができる施策として機能す

るためには、職場のマネジメントが重要になると

考えられる。制度はあるが利用しにくいという労

働者の声を聞くことは多い。

本稿では、上記佐藤（2008）の指摘する「１

階部分」の「働き方」に関連する仕事管理や時間

管理に関わる職場マネジメントに着目する。佐

藤・武石（2010）は、この点に着目して、ＷＬＢ

を実現するための職場マネジメントのあり方をま

とめている。そのポイントとして、次の５点があ

げられている。

①仕事中心の「ワーク・ワーク社員」ではな

1．問題意識

わが国では、仕事と生活の調和を図ることが難

しい現状があり、それによる様々な問題が指摘さ

れてきた。たとえば、先進国の中でも女性、とり

わけ子どものいる女性の労働力率が低く、一方

で、男性30代、４０代においては、長時間労働者

の存在が顕著である。こうした男女の労働実態の

差に起因して、賃金や昇進における男女間格差が

大きい。また仕事と育児の両立が難しいことから

少子化傾向にも上昇の兆しが見えてこない。さら

に､硬直的な働き方が正規労働者と非正規労働者

との格差の拡大にもつながり、労働市場において

二極化といわれる状況になっている。

こうした現状を踏まえ、２００７年に「仕事と生

活の調和に関する憲章（以下「ＷＬＢ憲章」とい

う｡)」が政労使合意により策定され、２０１０年に

一部改定が行われ現在に至っていろ。ＷＬＢ憲章

にも指摘されているとおり、わが国の仕事と生活

のアンバランス状態は、他の先進諸国に比べて多

様な課題があり、仕事と生活の調和、すなわち

ワーク・ライフ・バランス（以下「WLB」と省

略する。）を実現するためには、国や自治体、企

業や個人など､様々なレベルでの取り組みが重要

となる。その中でも、本稿は、企業組織に着目し

て、ＷＬＢを実現するための課題を検討したい。

佐藤（博樹）（2008）は、ＷＬＢ実現への取り

組みとして、３層構造でとらえるとわかりやすい

と指摘する。建物にたとえると、「仕事管理や時
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武石（2006）は、企業が実施するWLB関連施

策が企業の経営パフォーマンスに及ぼす影響に関

する文献サーベイを行っているが、このサーベイ

をみても、制度・施策の有無が企業経営や職場の

パフォーマンス指標に及ぼす影響を分析する研究

が多くなっていた。佐藤・武石（2008）におい

て、特に両立支援と企業経営面でのパフォーマン

ス指標との関連を分析しているが､施策の有無の

みならず、人事戦略における施策の位置づけ、あ

るいは施策を運用する上での対応の重要性が指摘

されているが、この研究における調査対象が企業

の人事担当であるため､職場レベルでの分析はで

きていない。武石（2011）は、個人のパネルデー

タを用いて育児休業制度について、制度があるだ

けでなく「利用しやすい制度」として従業員に認

知されていることが女性の就業継続に重要な条件

となっていることを導いている。

企業レベルの施策導入等の対応は、個人にとっ

ては制度利用の基盤となるため重要であることは

いうまでもないが、働く人にとって「仕事と生活

の調和が図れている状態」というのは、極めて個

人差があり多様性に富んでいる。したがって、一

律的な制度適用だけでは不十分で、働く現場であ

る職場における対応のあり方の重要性も指摘され

てきているのである｡企業が様々なWLB施策を提

供しても、有効に活用されないという実態もある。

働く人のＷＬＢを図ろために、制度・施策の導

入と併せて、職場レベルでの対応が重要なことが

英米を中心に多くの研究で指摘され､その具体的

な内容が検討されてきた。

McDonald,ｅｔａＬ(2005)は、企業の提供する

ＷＬＢ施策が有効に活用されることが重要である

との問題意識から、施策が有効に活用されるため

には、職場の環境・風土が重要であるとし、①管

理者の支援、②キャリアへの影響､③組織の労働

時間の見込み、④ジェンダー認知、⑤同僚の支援

の重要性をあげている。

とりわけ､職場マネジメントの担い手である管

理職は、企業のＷＬＢ施策を効果的に実施する

｢gatekeeper」といわれ、施策導入の効果を左右

く、仕事以外にもやるべきこと・やりたい

ことがある「ワーク・ライフ社員」の時間

制約に対応できる職場マネジメントに転換

すること

②職場成員の仕事能力を高めたり能力の幅を

広げるなど、能力開発を行うこと

③職場内で成員間のコミュニケーションを円

滑にすること

④導入しているＷＬＢ制度・施策が機能する

条件を整備すること

⑤多様な価値観を受容できる職場風土を醸成

すること

こうした職場マネジメントを進めるためにどの

ようなことが必要なのか、有効なのか、を具体的

に検討していくことが必要となる。

以上の問題意識のもとに、以下２章では、ＷＬＢ

の実現や働き方改革に関わる職場マネジメントの

課題を取り上げた先行研究をサーベイし、職場マ

ネジメントがＷＬＢ実現に及ぼす影響に関する研

究をまとめる。その上で３章において、筆者が参

加する研究プロジェクトにおいて実施した働き方

改革のモデル的な取り組みにより、職場における

仕事管理等職場マネジメントのレベルでどのよう

な変化が起こったかを、事例をあげて紹介する。

続く４章ではイギリスの企業事例を取り上げ、

ＷＩＢを推進するために職場のマネジメント改革

を進めている状況を報告したい。以上を踏まえ、

５章でＷＬＢ実現のために職場レベルでの取り組

みを進めるための課題をまとめる。

２．職場マネジメントに着目した

研究動向

(1)ワーク・ライフ・バランス実現と職場マ

ネジメント

ＷＬＢの実現に関して、これまでのわが国の研

究では､制度導入に着目して､制度の有無とＷＬＢ

の関係をとらえる研究が多くなされてきた。前述

の佐藤（2008）の指摘する「2階部分」の取り組

みに視点を置いた研究といえる。
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する重要な役割を担うとみちれ（Hopkins

(2005))、従業員個々人のＷＬＢを実現するにあ

たって職場の管理者の役割が重要であるとの実証

研究が海外で蓄積されてきている。以下では主な

ものを紹介する。

StainesandGalinsky（1992）は、管理職のタ

イプやマネジメントの特徴が育児休業の効果に影

響を及ぼすことを明らかにしており、管理職が制

度についての考え方を理解していなかったり仕事

と家庭の両立を支持していない場合､男性である

場合に、制度利用が職場のパフォーマンスにマイ

ナスの影響を及ぼす可能性を示している。Blair-

LoyandWharton（2002）は、支援的で力のあ

る上司の存在が､仕事と家庭の両立支援策の活用

を促しキャリアへの影響を緩和するとしている。

Allen（2001）は、従業員が自身の勤務先を家

族支援的な組織であると認識すること（FSOH

Family-SupportiveOrganizationPerceptions） 

が､仕事と家庭の葛藤(work-familyconHict)の

緩和や職務満足度等にプラスの効果をもたらすこ

とを導いていろ。その際、家族を支援する施策が

単独でもたらす効果は限定的であり、家族支援的

な上司の存在によりＦＳＯＰが影響を受け、そうし

た上司の存在が従業員のＷＬＢや職務への意識に

プラスの効果をもたらしていることが示されてお

り、上司の役割の重要性が強調されている（図１

参照)。

Ｈａｍｍｅｒ,ｅｔａＬ（2007）は、仕事と家庭の両

立支援策の導入の重要性を指摘しつつも、それだ

けでは､従業員の仕事と家庭の葛藤(work-family

conHict）を低減したり、従業員の健康や福利の

改善を図ろには不十分であり、家族支援的な管理

者の行動の重要性を指摘している。この管理者の

家族支援的な行動を「FSSB（Family-Supportive

SupervisorBehavior）と呼び、それがwork‐

familyconUictの状況や、それに伴う健康や家庭

への影響等のアウトカム指標との関連を分析し

て、家族支援的な管理者の行動の重要性について

の概念化を行っている（図２参照)。特に管理者

は、組織の提供するフォーマルな制度の提供と、

家族支援的な組織文化や風土といったインフォー

マルな支援環境をつなぐ役割を担っていると指摘

されている。フォーマルな制度、インフォーマル

な職場文化や風土の重要性は、これまでも研究が

なされてきたが､管理者の行動である「FSSB」に

注目する必要性が強調されている。「FSSB」の特

性として、①情緒的（emotionaDな支援、②行

動レベルの有益な（instmmental）支援、③従業

員支援と経営的な視点の二つの視点を持つこと、

④ロールモデルとしての行動をとること、の４つ

の側面が指摘されており、こうした行動様式をト

レーニングによって開発すべきと提言する'。

図１家族支援施策等と従業員の職務意識等との関連

仕事と家庭の葛藤

職務満足

組織へのコミットメント

離職意向

家族支援的な施策の利用
FSOＰ 

家族支援的な組織という認識－→ －→ 

家族支援的な上司

出典：AIlen(2001）より
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図２家族支援的な管理者の行動やその認知と健康等への影響との関係の概念モデル

組織がフォーマルに提

供する家族支援政策・

施策

健康面へ

↑ 

組織のインフォーマルな

家族支援の風土 仕事面へ

の影響

出典：Ｈａｍｍｅｒ,etal.(2007)より

Ｈａｍｍｅｒ,ｅｔａｌ．（2007）が従業員のＷＬＢを推

進する上司の行動に注目したのと同様に、Lirio，

etal．（2008）は、パートタイム専門職本人とそ

の管理職へのインタビュー調査を通じて、ＷＬＢ

を支援する管理職の行動及び意識（態度、信念、

価値観)の特徴をそれぞれ５項目ずつ指摘してい

ろ。行動に関しては、①短時間勤務の仕事をアレ

ンジし配分すること、②部下を信頼すること、③

部下を擁護し支持すること、④職場における規範

や運営を制度利用に適合させること、⑤従業員の

能力開発を進めること､の５点があげられている。

また、意識に関しては、①企業にとっての利益に

つながると信じること、②オープンにいろいろな

試みをすることをためらわないこと、③制度利用

者に共感していること、④勤務時間を短縮して働

くことが可能であると信じること、⑤WLB、ダ

イバーシティ、「インクルージョン(inclusion)｣２

などの価値を認識していること、の５点があげら

れている。

RyanandKossek(2008)も、組織のWLB施策

が従業員にとって「インクルージョン」の認識に

つながるためには、人事政策の中でもＷＬＢ政策

が重要であるが､特に政策を運用するための、①

上司の支援､②政策の普遍性（利用できる範囲の

広さ）、③交渉可能性、④コミュニケーションの

質、の４つの重要性を指摘する。

これらの研究では､職場のマネジメントにおい

て、特に管理職が企業のＷＬＢ政策の趣旨や意義

を理解し、それを踏まえて部下に支援的な行動を

とることが、企業のＷＬＢ施策の効果的な運用、

すなわち職場のパフォーマンス向上に意義がある

ことが明らかにされている。

(2)働き方改革と職場マネジメント．

ところで、わが国のＷＬＢに関わる政策の議論

においては、欧米の議論以上に様々な課題が山積

している。特に長時間労働の割合が高く、一部に

恒常的に極めて長い時間働く労働者が存在してお

り、仕事と生活のバランスはもとより、仕事と健

康、さらには生命のバランスすら危ういと思われ

る層が存在している。また、山口（2009）の分

析により、希望する労働時間以上に働く「過剰就

2２ 

Hosei University Repository



ワーク・ライフ・バランスを実現する働き方改革と職場マネジメントの課題

という日本の働き方を特徴づけている可能性は高

い。長時間労働の問題、そしてそれを是正する必

要性については、これまで多くの問題提起がなさ

れているが､法規制などを変えても是正の歩みは

遅いと言わざるを得ない。小倉（2007）が長時

間労働の実態を踏まえ、その解消のための提言を

行っており、そこでは、勤務時間管理の適正化や

従業員主導の業務量調査の必要性など､職場のマ

ネジメントレベルでの対応が指摘されている。法

規制や企業における残業削減等の取り組みの重要

性はそれとして認識すべきであるが､職場マネジ

メントにおける課題をもっと具体的に検討してい

くことが必要といえよう。

業｣が広範に存在していることも明らかになって

いろ。長時間労働や非自発的な働きすぎといった

働き方の問題の背景の一つに、仕事管理や時間管

理に関する厳格な意識付けが不十分であるといっ

た職場レベルの問題が存在すると考えられる。

小倉（2008）は、国際比較データにより日本

で長時間労働者の比率が高いことを示し、その背

景の一つに、個人によって基準の異なる「成果」

が求められるようになって、成果主義が時間をか

けて完壁を目指す「がんばり勝負」になってし

まっているのではないかと指摘する。つまり、最

終的な時間的締め切りの範囲でどれだけがんばる

か＝成果を出すか、が重要になり、そこに投入さ

れている労働時間が相対的に軽視されており、時

間をかけて完壁を目指す形になっているというの

である。同様のことは、佐藤・武石（2010）に

おいても、「仕事に投入できる時間の総量を所与

として、その時間総量の中で仕事の付加価値を高

める職場マネジメント」に転換することが必要で

あると指摘されている。

守島（2010）は、労働時間が長くなっている

と感じている人の分析により、職場での目標管理

や多面的評価などの仕組みの導入･運用との関連

性を明らかにしており、単なる成果主義が導入さ

れているかどうかではなく、それに伴い職場にお

ける現場管理が強化された組織において､働く人

のプレッシャーが高まり、労働時間の増加につな

がったのではないかとしていろ。職場管理面での

変化が､労働強化につながっていることを示唆す

る研究である。

佐藤（厚）（2008）では、我が国のＷＬＢ実現

の大きな阻害要因である長時間労働に関し、その

発生メカニズムとして、そもそもの業務計画、要

員管理という問題をベースに、仕事特性、管理者

の行動と意識､社員の行動と意識といった職場マ

ネジメントレベルの要因により増幅されると指摘

する。ここでも、「仕事で成果が出るまで働きた

い社員」の存在が指摘されている。

このように、時間を意識しないで成果をあげよ

うとする職場の状況や個人の意識が､長時間労働

3．働き方改革を進める職場の取り組み

事例

それでは日本の企業において、職場レベルでの

取り組みというとき、どこに問題があり、何を進

めることが必要なのだろうか｡本章で紹介するの

は、企業が働き方改革に取り組む中で、職場にお

ける仕事管理や時間管理にどのような変化が起こ

るのかを検討した取り組み事例である。この事例

を参考にしながら、職場マネジメントの課題や対

応の在り方を検討したい。

(1)働き方改革を進めるモデル的な取り組

みの実施

筆者が参加する東京大学社会科学研究所におい

て組織された「ワーク・ライフ・バランス推進・

研究プロジェクト（以下「プロジェクト」とい

う｡)」では、複数の企業の協力を得て、それぞれ

複数の職場において、働き方改革のためのモデル

的な取り組みを実施した3゜ここで紹介するのは、

そのうちの２社、９部門の取り組み結果の概要で

ある。

まずここで取り組んだ内容であるが､各職場に

おいて、「管理職とその部下である職場成員それ

ぞれが自由に設定できる定時退社曰を週２日設け
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ろ」ことを数カ月間継続するというものであっ

た。トータルの残業時間の制限は設けずに、特定

の曰に定時退社するという取り決めにより、仕事

管理や時間管理にどのような変化が表れるのかを

検討するというものである。定時退社する曰を各

自があらかじめ自由に設定し、職場の他のメン

バーもそれぞれの定時退社の予定を共有する。原

則として定時退社と決めた曰には定時に仕事を終

えることとするが、どうしてもできない場合には

他の日に振り替えることを原則とした。

取り組み開始後１，２カ月が経過した時点と、

４，５カ月が経過した時点の、２時点で職場インタ

ビューを実施しており、ここで紹介するのはその

インタビューを通じて明らかになった変化であ

る｡インタビュー調査では、取り組みに参加した

部門の部・課レベルの単位で、原則としてマネー

ジャーと職場のメンバーに一堂に集合していただ

き、①取り組みの内容、②取り組みの効果、③取

り組んで明らかになった課題、について聞き取り

を行った。

説明をしておく、といった対応が行われるように

なっている。職場全体で定時退社を進めるために

は、自分の仕事管理・時間管理だけでなく、他の

メンバーの仕事がどのような状況なのかについて

も配慮するようになったのである。

第３は、業務の重要度を判断して時間を投入す

るという仕事管理面での変化である。ある部門で

は、今回の取り組みを契機に、過剰な品質の要求

をしない、といったルール化を行った。ただし、

これに関しては、仕事の質が落ちているのではな

いかとの思いを持つ人もいる。これまでどおりの

品質を維持したいという思いから、「手を抜いて

いる」という感覚になるようである。ただし、こ

れまでは､一つ一つの仕事に時間をかけることに

よって品質向上につながっていたにせよ、それが

結果として過剰品質になっているとすれば､効率

的な時間管理の観点からは問題があるといえる。

第４に、以上のようなことを円滑に進めるため

に、職場において互いの状況を把握できるような

情報共有化等の取り組みが行われていろ。仕事の

スケジュールや進捗に関して、職場のメンバー間

で情報を共有するために、定期的な部内ミーティ

ングや個別面談、あるいはＷＥＢ上の掲示板など

が利用されている。全体スケジュールの中で個々

人の業務管理状況を報告し、それを上司が確認し

て必要な指示を出すとともに、他のメンバーも互

いに業務の遂行状況やトラブルの状況などの問題

を共有できるような仕組みの構築といえる。

第５に、メンバー間での仕事の配分を変更する

という対応があげられる。業務負荷の大きかった

社員の負荷を軽減して職場全体で業務配分を平準

化するとともに、それによって効率的な業務運

営、あるいは新しい仕事を任された社員の育成を

目指している。職場で全員の定時退社を定着させ

るためには、これまでと同様の仕事配分をしてい

ては限界がある。定時退社を進めることで、負荷

の大きい社員の存在が明らかになり、これを機会

に職場全体での仕事を再配分することも必要とい

える。

一方で､取り組みに当たっての問題も指摘され

(2)取り組みによる変化：職場における仕事

管理・時間管理の変化

定時退社により、職場レベルで生じた変化は、

以下の５点に集約される。

まず、会議の開催ルール等の設定や変更であ

る。今回の取り組みにおいては、全員が一斉に定

時退社をするのではなく、毎日職場の誰かが定時

退社をするという状況になる。このため、定時退

社を厳格に適用するために会議やミーティングの

時間を定時内に終了するように設定するように変

更され、また急な会議の招集はすでに予定されて

いる仕事を遂行する上での障害となることから、

あらかじめ時間を決めて会議が設定ざれ早目に招

集のスケジューリングがされるようになっている。

第２に、職場の中での業務の依頼や指示等に関

する変化である。他のメンバーへの仕事依頼は余

裕をもって依頼をするようになっている。また、

上司の判断が必要な案件については余裕をもって
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ろ。これまでは、時間を意識して仕事をする習慣

がなかったという意見が多いが､今回の取り組み

によって、仕事の段取りや時間を意識した業務遂

行が行われるようになったという。

具体的には、定時退社によってメリハリをつけ

て仕事に取り組むようになり、それが習慣化さ

れ､定時退社以外の曰の残業も減少しているケー

スが報告されている。電話なども手際よく済ませ

るようになったという。また、定時退社以外の曰

もなるべく早く帰りたいと思うようになり、時間

効率が高まったという感覚を持つ人もいる。特に

定時退社の曰は、午前中の時間の使い方について

の意識が変化したとするケースが多く、「仕事の

スタートが効率的になった」との意見もある。

定時退社をしてみると、定時を過ぎての会議や

電話応対が思いのほか多いこと、あるいは添付

ファイルが多く読み手フレンドリーでないメール

が多いことなど、これまで気がつかなかった問題

にあらためて気づくということである。自分の時

間管理だけでなく、他のメンバーの定時退社につ

いても意識するようになり、個々人が職場全体の

時間管理に目配りするようになっている。

以前は、「残業をしている人が仕事をしている」

という意識が残っていた職場もあったが、この取

り組みによって「仕事が遅い人が残業をしてい

る」という意識に変化したという。強引に週２回

の定時退社を進めたことで、こうした意識の転換

が起きたと肯定的に取り組みが評価されている。

全体に、短時間で効率的に仕事をすることが必要

であるといった「時間生産性」の意識が明確に

なっており、生産性が向上しているという実感に

もつながっている。

ある職場では、親の介護のためにモデル事業を

始める前から定時退社をしていた社員がいた。こ

の社員は、以前は定時で帰ることが申し訳ないと

いう気持ちが強かったが､周囲のメンバーも定時

退社するようになり、退社時の抵抗感がやわらい

だとコメントしていた。

ている。優先順位の高いものや緊急性の高い業務

に集中しがちで､重要だが緊急性の低い仕事など

が後回しになってしまうという意見や､職場の上

司や同僚と雑談をする機会が減りネットワーク作

りやコミュニケーションの円滑化が阻害されるの

ではないかとの懸念の声があった。さらに、他部

門との調整や顧客等社外取引先とのやり取りが多

い職場では､予定を立ててもその通りにならない

ことの方が多く、全社をあげて、あるいは社会全

体で取り組むことの必要性が指摘されていろ。

(3)取り組みによる変化：管理職の職場マネ

ジメント面の変化

以上のように、職場成員それぞれが予定した定

時退社を計画通り円滑に進めるために、仕事管

理･時間管理の工夫がそれぞれの職場で行われて

いるが､管理職の部下マネジメントにも変化が起

きている。

具体的には、これまで部下が持ってきた書類は

完壁になるまで修正させていたが、内容の軽重を

判断して、あるレベルのところで受け取るように

なったという管理者の意見があった。この管理者

は、「部下育成の面で不安を感じることもある」

と指摘するが､仕事の質を高めるために時間を無

制限に投入するのではなく、時間を区切ってその

中で質を高める意識付けを行うことも、重要な部

下育成であるという考え方への切り替えも必要と

考えられる。

また、管理者として、部下への仕事配分、その

進捗に目配りをする意識が生まれたとする事例も

ある。そうなると職場のマネジメントにこれまで

以上に時間が取られるため、部下に任せられるこ

とは部下に任せていく、というように、自分自身

の業務を見直すということも同時に行われている。

(4)取り組みによる変化：個人における時間

管理意識の変化

定時退社の取り組みを行った個人においては、

時間管理意識が明確になったことが重要な点であ
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(5)取り組みによる変化：個人の生活面での

変化

一方で、課題も明らかになった。第１に、定時

退社を「させられている」という意識から、この

取り組みにネガティブな反応を示す社員が､一定

割合存在していることである。社員が取り組みの

趣旨、目的を十分理解したうえで実施することが

必要といえる。第２に、取り組みの当初は定時退

社が実行できていても、次第にそれが難しくなっ

ていく実態が多くの職場で報告されている。特定

の職場における数カ月のみの働き方改革のモデル

事業では限界があり、継続的に全社的な取り組み

として展開していくことが必要であるといえる。

第３に、定時退社ができない理由として、社外か

らの様々な要請に対応しなければならないことが

指摘されている。これについては、社会全体とし

て働き方を見直すための環境整備が必要となると

いえよう。

曰常的な生活の変化では、既婚者や子どものい

る人は、帰宅時間が早くなり、子どもや家族との

コミュニケーションが増えたという変化がみられ

ている。定時退社の予定を自分で決めるので、プ

ライベートな生活もスケジューリングがしやすく

なったという。以前は帰宅しても家族と会話をし

たりテレビを見ているだけで時間が過ぎていった

が、定時に退社すると帰宅後の時間が長いため、

読書をしたり新しい勉強を始めるといった時間が

とれるようになっている。

その一方で、家庭に帰っても妻に「どうしてこ

んなに早く帰るの？」と嫌味を言われる、といっ

た深刻な意見もある。プライベートでやりたいこ

とがあるわけではないので､定時退社するよりも

仕事をきちんと仕上げた方がよい、との思いを吐

露する人もいた。とりあえず定時に退社するが特

に帰っても仕方ない、という意見もあり、「定時

退社」の意義を理解して自身の生活を再構築す

る、あるいは仕事以外にも自分の居場所を作るこ

とをしないと､取り組みの効果は少ないといえる。

4．イギリス企業の取り組み事例

(1)イギリスのWLB政策

職場レベルでの対応の必要性は､海外でも強調

されるようになっていろ。ここでは１９９０年代後

半以降ＷＬＢ政策に国をあげて取り組み、柔軟な

働き方の企業への導入を法制化したイギリスにお

いて､企業の中で職場のマネジメントの重要性が

認識されるようになってきた事例を紹介したい4・

イギリスで、ＷＬＢに関連する重要な政策とし

て、以下が指摘できる5。

まず、「ＥＵ労働時間指令」を受けて1998年に

労働時間規制が行われ、これにより、労働時間の

上限を週４８時間とすること、労働時間６時間当

たりの休憩時間の設定､最低４週間の年次有給休

暇の付与、深夜（22時から７時まで）労働時間の

制限、などが規定された6・

イギリスのＷＬＢ政策では、２００２年雇用法

(EmploymentAct2002）が注目される。この法

律で重要なのが､柔軟な働き方(Uexibleworking）

を従業員が要求する権利が新設されたことであ

る。勤続年数など一定の要件を満たす労働者が６

(6)取り組みのまとめ

「原則週に２日の定時退社曰を設定する」とい

う取り組みの結果､次のような側面で変化が職場

や個人のレペルで起きている。

①仕事管理･時間管理の効率化のための職場対応

②管理職の職場マネジメントにおける仕事管理

や部下管理のやり方

③個人の時間管理意識

④個人のプライベートな生活パターン

従来の働き方では気がつかなかった仕事管理や

時間管理面での問題が、強制的に定時に退社す

る、という時間制約の設定により顕在化し、それ

を変える職場マネジメントの対応が行われるよう

になっているといえる。働き方を変える上で、こ

うした制約条件を設けるトライアルが､一定の効

果をあげる可能性を指摘できよう。
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歳末満（障がいがある場合には１８歳未満）の子

の養育のために、事業主に対して弾力的に働くた

めの労働条件の変更を申請できる権利を有すると

いうものであり、２００７年４月からは、成人の家

族等の看護･介護を行う者にも適用を拡大されて

いる。また、子どもの年齢が１７歳未満（障がい

がある場合には１８歳未満）に引き上げられてい

る。要求を受けた事業主は、その申し出を真剣に

検討する義務があるが､業務上の理由から要求を

受け入れられないと認められる場合には要求を断

ることができることとなっている。

ここで申請できる労働条件の変更は､①労働時

間の変更、②労働時間帯の変更、③就業場所（自

宅と会社間）の変更､④その他規則で定める労働

条件、と法に規定されている。政府のガイドで

は、短時間勤務、フレックスタイム、年間労働時

間制、圧縮労働時間制（週の総労働時間は変えず

に労働日を減らす)、時差勤務、ジョブ・シェア

リング、在宅勤務が例示されている。

イギリスにおける働き方の柔軟性に関わる制度

導入や運用の状況は、政府がフォローアップ調査

を実施しており､DTI(DepartmentofTradeand

lndustry）（2007）及びBERR（DepartmentfOr

Business,EnterpriseandRegulatoryRefOrm)７ 

(2007）において、事業主、雇用者双方を対象に

した詳細な調査結果が報告されている。ＤＴＩ

(2007）によれば、過去２年間に労働条件の変更

を申請した労働者は全体の１７％で、申請者のう

ち申請どおりに労働条件を変更した割合が60％、

部分的に承認されたのが１８％､１７％が却下となっ

ている。

時間勤務で働いており、その他にジョブ・シェア

リング、在宅勤務制度などを含め、多くの従業員

が柔軟な勤務形態で働いている。２００２年雇用法

制定以前から、従業員の働き方の変更申請の制度

化を実施しており、現在は子どもの有無にかかわ

らずすべての従業員が働き方の変更を申し出るこ

とができる制度として実施している。

Ａ社は、1980年代から、顧客ニーズの多様化

への対応のために一律的な働き方から脱却するこ

との必要性を認識していた。また経済のグローバ

ル化により、事業の遂行に当たって従業員の多様

性を活かすことの重要性も高まってきたことが、

FlexibleWOrkを推進する主たる理由である。

すでに制度的な対応は高いレベルに達してお

り、上述のように、職場の中でも定着している。

現在は、制度が期待した効果につながるよう、制

度の運用や職場のマネジメントが重要と考えられ

ている。そのために重要なのは、まずコミュニ

ケーションであり、FlexibleWorkの意義を管理

者や従業員が理解した上で制度利用が進むことが

重要となる。人事部門では、管理職研修や「ベス

ト・ボス賞」などにより、管理職への働きかけを

充実させている。また、ダイバーシティの視点か

ら、マイノリティ、パートタイム勤務者等の評価

に関しては人事部門で配慮している。

柔軟な働き方にうまく対応できる管理職の資質

としては、コミュニケーションスキルが高いこ

と、他者との関係を構築するスキルが高いこと、

信頼を築けること、目標を明確に示し評価もフェ

アであると納得してもらえること、などをあげて

おり、特に、「信頼」は柔軟な働き方をしている

部下に仕事を任せる際に重要なことと考えられて

いる。職場で「一緒に仕事をする」という文化が

変化し、顧客の要求を第一に考えつつ、それを前

提に仕事を自律的に進めるという文化に移行して

きていろという。

Ｂ社はグローバルに展開する企業で、全世界に

約１０万人の従業員を雇用する。

経営においてダイバーシティを重視しており、

従業員、顧客、その他のステークホルダーとの関

(2)イギリス企業のＷＬＢ取り組み事例

こうしたイギリスの全体的な状況の中で､ＷＬＢ

に積極的に取り組む大手企業2社の事例を紹介す

る。

Ａ社は、イギリスでもＷＬＢに積極的に取り組

む企業として知名度が高い企業である。

約86000人の従業員のうち、現在5000人が短
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わりの中で､多様性を意識することの重要性が強

調されている。対従業員の視点でとらえると、

Diversityの重視によって、人材の確保・定着を

促進することを狙っており、そのために柔軟で創

造的な働き方の支援を実施し、それが柔軟な働き

方の提供のベースとなる考え方となっている。

FlexibleWOrkにより､従業員のＷＬＢを支援する

ことで、個人を活性化することは、同社の人事政

策において重要な位置づけがなされている。同社

では､近年｢Inclusion＆Diversity｣というスロー

ガンを掲げるようになっており、Diversity＝多

様性の受容という考え方をさらに進め､Inclusion

＝すべての人の能力が組織の中で認められ活用さ

れる組織文化の創造、という考え方が強調されて

いる。

Ａ社と同様に、Ｂ社においてもすべての従業員

が働き方を申請できる仕組みとなっており､2003

年の雇用法施行への対応ということではなく、経

営的な重要性から働き方の柔軟化を進めていると

指摘する。FlexibleWOrkは、従業員のＷＬＢ支

援、従業員福祉、特定の従業員に限定した取り組

みではなく、従業員の裁量度を高めることにより

生産性を高め経営的にもメリットがある施策と位

置づけられている。従業員のＷＬＢ支援のために

Fle】dbleWOrkがあるのではなく、ビジネス上の

ニーズからFlexibleWOrkが重視され、その結果

として従業員のＷＬＢが実現する、という考え方

がインタビューでは強調された。働き方の多様性

が｢FlexibleThinking」につながるという考え方

で、FlexibleWOrkを推進するのである。具体的

には、短時間勤務、期間限定の労働時間短縮、在

宅勤務、ジョブ・シェアリングといった制度が提

供されている。

Ｂ社においては、企業の制度以上に職場レベル

でのインフォーマルな支援の重要性が認識されて

いる。それと関連して、管理職のリーダーシップ

が極めて重要であるとされ､管理職を含む従業員

を対象に、個人の活性化（resilience）及びチー

ム活性化のための研修プログラムなども提供して

いる。このプログラムでは、原則２日半のコース

の研修が設定されており、自分の仕事の課題を認

識してそれを行動に移していく契機となることを

狙い、これを職場単位で実施すると、職場の文化

は変容し、働き方の変化も期待できるという。メ

ンタルな問題もこうした研修によって予防できる

という効果がみられている。

同社では、７名の従業員のインタビューを実施

したが､同社の取り組みについては従業員の立場

から評価をしている。短時間勤務制度を利用して

いる同僚がいても、それぞれの担当する仕事の範

囲で業務を分担して進めることができており、利

用者のカバーを日常的に行うという状況にはなっ

ていない。出産休暇などで長期に休業者が発生し

た場合の対応も状況次第であるが、ラインマネー

ジャーが支援することが多く、それが難しい場合

には、人事担当と調整して人事異動を行うことも

あるという。そうした異動は、新しいスキルを身

につける機会ととらえられている。ただし、

FlexibleWOrkは、工場などの現場では利用が難

しい点も指摘された。

以上の２社は、FlexibleWOrkを特定の対象に

限定せず､すべての従業員に広く門戸を広げるこ

とで、従業員のＷＬＢ支援を目的にするのではな

く、個人が最も成果をあげることのできる働き方

を支援するということを浸透させようとしてい

る。両社ともに、企業レベルのフォーマルな制度

化以上に、職場のインフォーマルな対応の重要性

を指摘し、そのために管理職の役割が重要である

ことを指摘している点に着目したい｡質の高いコ

ミュニケーションや、信頼の構築などは、管理者

に本来求められる資質､能力ではあるが､Flexible

WOrkを推進する上で、改めてその重要性が認識

されていると考えられる。

5．結論と考察

本稿では、個人が仕事と生活の調和を図って生

き生きと仕事をするためには､働き方を改革する

必要があり、そのためには、職場マネジメントの

対応による仕事管理や時間管理のあり方を変える
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必要があるとの問題意識に立ち、検討を進めてき

た。

これまで、海外の研究を中心に、個人のワー

ク・ライフ・コンフリクトを緩和して職場のパ

フォーマンスを高める上で、ＷＬＢに関連する制

度導入以上に、職場のマネジメント、とりわけ上

司､管理者の行動や意識の重要性が指摘されてき

た。日本では、特に恒常的かつ広範な長時間労働

に象徴される働き方に関わる現状がＷＬＢの阻害

要因になっていると考えられる。特に、「成果が

でるまで仕事をするという時間を意識しない働き

方」が広くみられており、育児や介護などの理由

で仕事時間に制約がある状況に対応しにくく、し

たがって仕事と生活の調和を図ることができない

というワーク・ライフ・コンフリクトの状態につ

ながっていると考えられる。

本稿で紹介した週２日定時退社を行うという実

験的な取り組みを行ったケースでは、定時退社と

いう制約の中で､仕事管理や時間管理に変化がみ

られ､生活の構造も少しずつ変わっていく状況が

観察されている。時間管理意識を明確にして、業

務の優先順位をつけて仕事をすることで､無駄な

仕事がそぎ落とされて効率的な仕事管理が進むと

考えられる。同時に、職場の中で仕事分担を見直

したり、不在時への対応のために情報を共有した

りすることで､職場成員の能力開発や育成につな

がる動きもみられた。

９０年代後半からWLB政策を進めてきたイギリ

スでも、ＷＬＢを進める上で職場のマネジメント

が重要であり、管理職が重要な役割を果たすと認

識する企業が増えていることが複数の企業インタ

ビューで指摘されている。ＷＬＢを実現する働き

方改革のためには、職場のマネジメントを適切に

実施できる環境整備を進めることが求められてお

り、それを中心的に担う管理職のマネジメント支

援が重要になってきているといえる。

－注

１ＫｏｓｓｅｋａｎｄＨａｍｍｅｒ（2008）において、家族支

援的な管理者の行動は、従業員の職務満足や定

着､健康や抑うつ症状の抑制などに効果を上げる

ことが明らかになり、管理職への意識啓発などの

訓練によりこうした管理者の行動を促進すること

を示した。

２「インクルージョン（inclusion）」は、近年人事

管理で使われるようになっている。「ダイパーシ

ティ（diversity)」が従業員の多様性に着目する視

点を提供したが､｢インクルージョン(inclusion)」

は、ダイバーシティの強みを活かして、多様性を

受容していく組織風土や組織文化を醸成する意味

で使用される。

３この事業は２００９年度に実施したもので、事業の

趣旨や内容､結果については､武石･佐藤(2011）

に詳しい。本稿ではその概要を紹介する。なお、

本モデル事業には、筆者の他に、プロジェクト代

表の佐藤博樹東京大学教授､朝井友紀子東京大学

社会科学研究所特任研究員の３名が参加した。モ

デル事業のヒアリング記録の作成や､モデル事業

の前後に実施したアンケート調査の実際管理は朝

井氏が担当した｡朝井氏の貢献に対してお礼を申

しあげる。

４イギリスの事例は、経済産業研究所において実施

した研究プロジェクトの一環として、２０１０年９

月に筆者らが実施したイギリスの企業等に対する

インタビュー結果をもとに執筆している。また、

イギリスのＷＬＢの取組の経緯については労働政

策研究・研修機構（2005）が詳しい。

５イギリスのＷＬＢの法的な対応については、内藤

（2010）に詳しい。

６ただし例外規定として、労働者は個別に合意すれ

ば、週４８時間を超えて働くことができる（オプ

ト・アウト)。

７イギリス政府組織が、２００７年６月に、ＤＴＩは

DepartmentfOrBusiness、Enterpriseand

RegulatoryRefOrm(BERR）とDepartmentfOr

lnnovation、UniversitiesandSkills(DIUS)の２
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つの組織に改組され、ＷＬＢ政策は、DTIから

BERRに引き継がれている。
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WmkingStyleandManagementortlleWorkplacefbrRealizing 

aWOrk-LitBalance 

TＡＫＦＩＳＨＩＥｍｉｋｏ 

Theissueofbalancingpaidemployment 

withpersonallifehasbeenofmterestma 

numberofdomainsincludingemployingorga-

mzationsandthehumanresourcepractices・

Thispaperfbcusesontheissueofmanage-

mentoftheworkplaceandworkinghours 

SomesmdieshaveidenUfiedthemanagerIsor 

supervisorissupportascliticaltothesuccessof 

employees1wolk-lifebalancelnJapan，many 

employeesworklongwolkinghoursandthis 

situationisconsideredtobebarriersfOr 

employeesiwork-lifebalance・Alotofworkers

tendtocontinuetoworkunUlfimshthetaskin 

spiteofthelimitationofwolkinghours・The

exploratorycasestudieswereconductedto 

examinethechangebyintroducingtheruleof 

ileavingtheofficeatthescheduleｄｔｉｍｅｏｎ２ 

ｄａｙｓｉｎａｗｅｅｋｉ・Theresultsindicatedthatthe

managementstyleoftheworkplacechanged 

effectively,employeesmadeeffbrtstomanage 

theirworkinghours・EffOrtstomanagingthe

wolkinghoursleadstotheefficientworkUow・

UKorganizations，ｉｎｗｈｉｃｈｉmplementing 

work-lifebalancepolicies，areincreasingly 

awareoftheimportanceofsupervisors1sup-

portofemployeesseekingwork-lifebalance・

ItwasconcludedfTomthesefIndingsthatorga-

nizations1effbrtstoimProvethesituationsfOr 

appropriatemanagementcouldhelpachieve-

mentabalancebetweenworkandpersonal 

life． 
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